
                               資料４－１ 

平成２２年度携帯電話販売店への立入調査結果概要 

平成２２年１２月  

埼玉県県民生活部青少年課 

 

１ 調査の目的 

埼玉県青少年健全育成条例に基づき、当条例の内容が遵守されているかどうかを

確認するために、携帯電話販売店に立ち入り、業務の状況を調査する。 

 

２ 調査方法  店舗の責任者等への職員による聞き取り調査 

 

３ 調査期間  平成２２年１０月１日～１２月１日 

 

４ 調査店舗数 ５８６店 

 

５ 調査結果 

（１）条例の遵守状況 

   適 正 ５３６店（９１．５％） 

   不 適  ５０店（ ８．５％） 

  

（２）主な調査項目別の状況 

ア 契約締結時の説明 

 ①有害情報閲覧の危険性  ②犯罪に巻き込まれる危険性 

③解除には理由が必要 

   適 正 ９８．７％※１ 

    不 適 ８店舗（説明しない、説明するが不十分） 

 

イ 説明書の交付 

   適 正 ９６．７％※１ 

    不 適 ２０店舗（交付しない、欲しい人にだけ渡す、スタッフにより対応

が異なる） 

 

ウ 書面によるフィルタリング解除の手続き 

   適 正 ９９．３％※１ 

    不 適 ４店舗（新規契約で解除する場合申出書の提出を求めない等） 

 

エ 解除申出書の保存 

   適 正 ９４．８％※２ 

    不 適 ２９店舗（保存していない、店舗でのみ保存するが保存期間が短期） 

 
（注） 

※１ 家電量販店など複数の事業者の携帯電話を取り扱っている店舗のうち事業者により回答内容が異なる場合

があるため、積算の店舗数を６０９としている。 

※２ 家電量販店など複数の事業者の携帯電話を取り扱っている店舗などでフィルタリングを解除することがで

きない店舗があり、その数を除いたため、積算の店舗数を５６０としている。 


